次世代産業団地整備基本計画策定等業務委託公募型プロポーザル
様式１

参加申込書

年　　月　　日　
　矢板市長　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会社等の名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者役職・氏名
（押印不要）

　次世代産業団地整備基本計画策定等業務委託公募型プロポーザルに参加したいので、関係書類を添えて申し込みます。
　なお、参加申込みに当たり、実施要領の記載内容を承諾し、次の応募資格について、全て確認しました。
―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――
文末にある【全】は全構成員が、【代】は代表構成員が、【構】は構成員のいずれかで要件を満たせば良いことを示す。
（１）本市の令和７・８年度測量・建設コンサルタント等入札参加資格審査申請者名簿に「測量・一般」、「土木・地質」及び「土木・他」に登録されている者であること。【代】
（２）告示日時点で、栃木県内に本店・支店又は営業所があること。但し、支店又は営業所の場合は、当該支店又は営業所において、矢板市の令和７・８年度測量・設計コンサルタント等入札参加資格審査申請者名簿に受任者の登録がなされていること。【全】
（３）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項の規定に該当していないこと及び同条第２項の規定に基づく矢板市の入札参加制限を受けていないこと。【全】
（４）優先交渉権者決定通知の日までの間、矢板市建設工事等請負業者指名停止等措置要領に基づく指名停止期間中でないこと。【全】
（５）民事再生法（平成１１年法律第２２５号）第２１条第１項若しくは第２項の規定に基づく再生手続開始の申立てがされている者（同法第３３条第１項規定に基づく再生手続開始の決定を受けた者を除く。）又は会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第１７条第１項若しくは第２項の規定に基づく更生手続開始の申立てがされている者（同法第４１条第１項の規定に基づく更生手続開始の決定を受けた者を除く。）でないこと。【全】
（６）宗教活動や政治活動を主たる目的とする団体、特定の公職者（候補者を含む）や政党を推薦、支持または反対する目的の団体でないこと。【全】
（７）矢板市暴力団排除条例（平成２４年矢板市条例第２６号）に規定する暴力団又は役職員が暴力団員等でないこと。【全】
（８）国税及び地方税の滞納がないこと。【全】
（９）その他、法令等に違反していないこと又は違反する恐れのないこと。【全】
（10）法人として、過去１０年以内（平成２８年４月１日以降）に、関東地方（茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都および神奈川県）の地方公共団体が発注した業務について、下記の業務実績を全て有すること。【代】
・産業団地開発に関する基本構想または基本計画(事業化検討含む)業務（適地選定除く）
・産業団地開発に伴なう農林調整協議資料作成業務
・市街地整備事業を前提とした現況測量業務実績
（11）本業務に従事する業務管理技術者、基本計画の主担当技術者、現況測量の主担当技術者その他の担当技術者について、それぞれ本業務の遂行に必要な資格及び経験を有する者を配置すること。なお、詳細な要件は下記のとおりとし、業務管理技術者と各主担当技術者はこれを兼ねることができない。【構】
[bookmark: _GoBack]・業務管理技術者は、技術士（建設部門‐都市及び地方計画）及び土地区画整理士かつ測量士の資格を有している者を配置すること。
・基本計画の主担当技術者は、技術士（建設部門‐都市及び地方計画）又はＲＣＣＭ（都市計画及び地方計画）及び土地区画整理士の資格を有している者を配置すること。
・現況測量の主担当技術者は、測量士の資格を有している者を配置すること。
・担当技術者は、担当する業務内容に応じて必要となる資格を有するものを配置すること。
――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

添付書類
　参加資格審査結果通知書送付用の切手（110円）を貼付した長型３号封筒

　　　　　　　　　　　　　　　　【連絡先】部　署　名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　　　名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ＦＡＸ番号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電子メール

